
1. はじめに

近年，スポーツ施設やイベント用の仮設構造物あるいは工事

現場の仮囲いなどとして図 1 のような妻面開放型骨組膜構造建

築物がしばしば建設されている。一般に，このような建築物は軽

量で剛性が低いため，設計時には風荷重が支配的となることが

多い。また，閉鎖型建築物とは異なり，妻面の開放状態や風向

によって内圧(建物の内側の風圧)分布が大きく変化する。したが

って，壁面および屋根面の表面と裏面に作用する風圧の差とし

て与えられる風力は複雑な性状を示す。 

建設省告示第1454号および第1458号(以下，「告示1454号」，

「告示 1458 号」と呼ぶ)あるいは日本建築学会の「建築物荷重指

針・同解説」1)(以下，「荷重指針」と呼ぶ)では，切妻屋根を有する

建築物(閉鎖型)に対する構造骨組用外圧係数，外装材用ピーク

外圧係数が規定されている。それに加えて，告示1454号および

1458 号では一面開放型に対する内圧係数が規定されている。

そのため，一面開放型については，外圧係数と組み合わせるこ

とで建築物に作用する風力係数を推定することが可能である。

しかし，告示の規定は風上あるいは風下面のみ開放された場合

に対する構造骨組用内圧係数および外装材用ピーク内圧係数

を一定値として与えているだけである。開放型建築物は閉鎖型

とは異なり，風向によって内圧の時間的・空間的な分布が大きく

変化するため，内圧分布を風上あるいは風下開放の条件に絞

って一定値で与えることは必ずしも適切とは言えない。また，両

面開放型に関しては室内側にも流れが生じるため，内圧分布が

閉鎖型や一面開放型とは大きく異なるが，告示や荷重指針など

において，その設計用風荷重は規定されていない。切妻屋根を

有する妻面開放型建築物の風荷重を合理的に評価するために

は，妻面の様々な開放状態(両面開放型や片面開放型など)に

応じて適切に風力係数分布を設定する必要がある。 

これまで，開放型建築物における外装材用ピーク風力係数は

風洞実験によって得られた風圧の時刻歴データから全風向中

の最大・最小ピーク風力係数を求めることで直接的に評価を行

ってきた2)が，本論文では2種類の手法によってピーク風力係数

を評価する。1 つ目は，I 型極値分布(Gumbel 分布)を用いた確

率論的手法である。ピーク風力係数の評価に必要な極値分布

の2つのパラメータを風洞実験の結果に基づき推定することで，

任意の非超過確率に対するピーク風力係数の推定が可能とな

る。2 つ目は，風洞実験あるいは荷重指針等で与えられた閉鎖

型建築物のピーク外圧係数と適当に設定された内圧係数を組

み合わせることでピーク風力係数を推定する手法である。本研

究で対象とするような構造物においては，外圧係数と比較し，内

圧係数は屋根形状の影響を受けにくいと考えられる 3)。そこで，

既往のピーク外圧係数と組み合わせるべき内圧係数を提案する

ことで，様々な屋根形状に対するピーク風力係数の推定を可能

にする。また，本研究では乱れの強さの異なる 2 種類の気流に

よる風洞実験を行ったため，乱れの強さが風力係数分布に及ぼ

す影響についても考察する。 
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2. 風洞実験 

風洞実験は国立研究開発法人建築研究所所有の回流型境

界層風洞で行った。測定部断面は幅 3.0m×高さ 2.5m×長さ

25m，ターンテーブルの直径は2.0mである。実験気流は荷重指

針に示される地表面粗度区分Ⅱ(田畑や住宅が散在する地域)と

地表面粗度区分Ⅳ(大都市など高層建物が多い地域)に相当す

る境界層乱流である。なお，これ以降，地表面粗度区分Ⅱに相

当する気流を「気流Ⅱ」，地表面粗度区分Ⅳに相当する気流を

「気流Ⅳ」と呼ぶ。これらの気流における平均風速および乱れの

強さのプロファイルを図 2 に示す。本研究では，これまでわが

国で建設された妻面開放型骨組膜構造建築物を調査すること

で，その代表的な形状を図 3 のように設定した。実験模型はそ

の代表的な形状に対して幾何学的縮尺率1/200で作製した剛模

型であり，妻面の開放状態は図 4に示すような3種類とした。模

型の圧力測定点は，図 5 に示すように，1 つの測定ラインにつ

き表裏で16点ずつ(合計32点)，7ラインで224点配置した。図 6

に模型の断面図を示す。模型の屋根平均高さHは51.5mmであ

り，べき指数，屋根平均高さにおける平均風速UH，乱れの強さ

IuHは，気流Ⅱでそれぞれ 0.15，7.7 m/s，15.6 %，気流Ⅳでそれ

ぞれ 0.27，5.3m/s，22.4 %である。測定風向は妻面に正対する

風向を = 0
oとし，模型形状の対称性を考慮して，閉鎖型および

両面開放型では0
o
 ~ 90

o ，片面開放型では0
o
 ~ 180

oとし，5
oピッ

チで変化させた。なお，片面開放型の場合は，図 4(c)に示すよ

うに風上側妻面が開放されている風向を = 0
とした。 

本研究では基本風速を36 m/sとする。基本風速とは荷重指針

において，地表面粗度区分Ⅱの場合の開けた平坦地の地上 10 

mにおける 10分間平均風速の再現期間 100年に対する値とし

て定められており，36 m/s は離島や一部の地域を除き，ほぼ日

本全土を包括する風速である。この基本風速に対して，実スケ

ールにおける屋根平均高さでの風速を求めると，気流Ⅱで約36 

m/s，気流Ⅳでは約 21 m/s となる。風洞実験における測定時間

は模型と気流の縮尺率から時間の縮尺率を求めることで設定し

た。時間の縮尺率は気流Ⅱでは約 1/43，気流Ⅳでは約 1/50 で

あり，我が国の平均風速の評価時間が 10 分であることから，荷

重評価を行うときは，気流Ⅱでは 14 秒，気流Ⅳでは 12 秒にお

ける値が対象となる。なお，これらの測定時間を 1 回の測定とし，

風圧(風力)データの統計値は 10 回の測定結果のアンサンブル

平均を用いて評価する。なお，測定におけるサンプリング周波

数は 1000Hzである。 

各圧力測定孔は銅パイプおよびビニールチューブ(長さ約

1m )を介して圧力測定器に接続されている。チュービングによる

圧力の歪みはチュービングシステムの伝達関数を用い，周波数

領域で補正を行った。測定された風圧は屋根平均高さでの速度

圧qHで基準化することで風圧係数Cpとして表す。なお，風圧係

数は面を押す方向を正とし，建物の外側に作用する風圧につい

ては外圧係数Cpe，建物の内側に作用する風圧については内圧

係数Cpiとして定義し，外圧係数と内圧係数の差(Cpe  Cpi)は風力

係数 Cfで定義する。風圧係数は面を押す方向を正としているた

め，風力係数の符号は外圧係数の符号と一致する。本研究では，

閉鎖型における内圧係数を 0 と仮定し，外圧係数のみで評価を

行う。すなわち，閉鎖型については外圧係数を風力係数として

表すものとする。 

3. 実験結果 

3.1. 平均風力係数分布 

各開放状態における壁面および屋根面に作用する風圧の基

本的な特性を把握するため，風洞実験により得られた各測定点

での風力係数を時間平均した平均風力係数分布を図 7 に示す。

なお，これらの図は壁面と屋根面を展開して表している。風洞実

験では 5
ピッチ毎に風圧測定を行ったが，ここでは代表的な風

(a) 気流Ⅱ (α = 0.15)         (b) 気流Ⅳ (α = 0.27) 

 ○ 平均風速  △ 乱れ強さ  ― 近似式 

図 2 平均風速と乱れの強さのプロファイル 

屋根平均高さ :

H (10.3m)

スパン : B (42m)

柱高さ : h (7m)

桁行面の長さ :

D (42m)

屋根勾配 : β (17.5o)

図 3 実スケールでの構造物の大きさ 

=0

=0

=0

(b) 両面開放型 

(a) 閉鎖型 

(c) 片面開放型 

図 4 妻面の開放状態 
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図 6 風洞模型の断面図 

図 5 圧力測定孔位置(模型伏図) 

2



向として 4種類の風向( = 0
，15

，45
，90



の結果について示

している。また，本研究では 2種類の気流(気流Ⅱと気流Ⅳ)を用

いた実験を行ったため，比較として，閉鎖型については 2 種類

の気流の結果を示している。なお，片面開放型の風力係数分布

は，図の上側が閉鎖妻面，下側が開放妻面を表す。 

まず， = 0

 の結果に着目する。両面開放型では，全体にわ

たって，その値がほぼ 0であることが分かる。これは妻面が開放

されたことにより，風が内部(模型の室内側)にも流れるようになり，

外圧と内圧が互いに打ち消しあうように作用したためである。一

方，片面開放型では風下妻面が閉鎖されているため，内圧が上

昇して正となり，内圧が負の外圧と同じ向きに作用するため，平

均風力係数の大きさは閉鎖型と比較して大きくなっている。告示

1454号では，風上開放の場合における内圧係数を 0.6と規定し

ているが，気流Ⅱの閉鎖型の平均外圧係数と片面開放型の平

均風力係数を比較する(差をとって考える)と，告示の値は実験値

とほぼ等しい値となっていることが分かる。 

次に， = 90
の場合に着目する。閉鎖型については，風上壁

面に正圧が作用し，その他の面には負圧が作用している。これ

は，荷重指針で規定されている閉鎖型の外圧係数と類似した分

布形状となっている。両面開放型と片面開放型に関しては，そ

 =0


  =0


  =0


  =0


 

 =90


 =90


  =90


  =90


 

(a) 閉鎖型(気流Ⅱ) (b) 閉鎖型(気流Ⅳ) (c) 両面開放型(気流Ⅱ) (d) 片面開放型(気流Ⅱ) 

 =1


  =1


  =1


  =1


 

 =


  =


  =


  =


 

図 7 平均風力係数分布 
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の分布形状は閉鎖型とは異なるものの，互いに類似しているこ

とが分かる。特に，風下壁面の風力係数分布に着目すると，閉

鎖型とは異なり，0 あるいは正の値を示している。また，風下屋

根面における負の風力も低減されている。これらの結果によると，

桁行面に正対する風向では妻面開放の効果によって室内側で

負の内圧が作用するためと考えられる。 

斜めからの風向( = 15
o
, 45

o)に着目すると，いずれの開放状

態においても，風下屋根面の風上端部で大きな負の風力が生

じている。風上妻面から離れた領域における風力係数に着目す

ると，両面開放型では風力係数の大きさが小さく， = 15
oの場合

にはほぼ 0 となっている。一方，片面開放型では模型の内部に

流れが滞留して内圧が正となるため，風上端部だけでなく全体

的に大きな負の風力が生じている。 

最後に気流の乱れ強さの影響に着目する。閉鎖型の 2 種類

の分布(図 7(a)，(b))を見ると，いずれも分布形状は類似している

ものの，気流の乱れ強さが大きい気流Ⅳの方が気流Ⅱに比べ

て風力係数の絶対値が大きく，特に，風上側の領域でその影響

が大きいことが分かる。この傾向は，既往の陸屋根に関する研

究 4)でも確認されている。したがって，建築物に作用する風力を

考える場合，正負それぞれに対して接近流の乱れ強さの影響を

考慮する必要があると考えられる。 

以上のことから，妻面の開放状態によって平均風力係数分布

は大きく異なるため，妻面の開放状態に応じた風力係数の評価

が必要であると考えられる。また，斜めからの風が建築物に作用

するときに，大きな負の風力が発生することが明らかとなった。 

3.2. 全風向中の最大・最小ピーク風力係数 

風洞実験より得られた風圧係数の時刻歴データを用いて各妻

面開放状態における風力係数のピーク値を求めた。図 8～図 

11 に正・負のピーク風力係数分布を示す。これらの図は，全風

向中の最大あるいは最小ピーク値をそれぞれ正のピーク値，負

のピーク値として表しており，閉鎖型および両面開放型につい

ては 0
～90

，片面開放型については 0
～180

のデータを用

い，模型の対称性を利用して 0
～360

に対するピーク値として

表したものである。ただし，描画ソフトの都合上，図によってはコ

ンター図が必ずしも対称とはなっていない。 

ピーク風力係数を評価するにあたり，建築物の外装材の荷重

負担面積を荷重指針に基づき1m
2と想定し，平均化時間をTVL

法 5)に基づいて算出した。TVL法での時間と代表長さの関係式

は次の式(1)で表される。 

 c

kL
T

U
=  (1) 

ここで，Tcは平均化時間，k はディケイファクター，L は代表長さ，

U は実スケールでの設計風速(36m/s と仮定)を表す。ディケイフ

ァクターは一般に建物形状や部位によって様々な値を取るが，

ここでは k = 6 ~ 8とした 6)。この場合，平均化時間がおよそ 0.2

秒となることから，本研究ではこの平均化時間を用いることで風

力係数のピーク値を評価した。 

図 8および図 9に 2種類の気流を用いて得られた閉鎖型の

ピーク風力係数を示す。正のピーク風力係数に着目すると，い

ずれの気流においても，壁面で大きなピーク風力が作用してい

ることが分かる。これは，平均風力係数分布からも明らかなよう

に，桁行面にほぼ正対する風向で大きな正の風力が作用する

ためである。一方，屋根面での正のピーク風力係数はそれほど

大きくない。これは，本実験模型のように屋根勾配が比較的小さ

い場合，屋根面に作用する正圧が小さくなるためである。すな

わち，正のピーク風力は桁行面にほぼ正対する風向で生じるが，

切妻屋根を有する構造物では軒部(壁面と屋根面の境界)で流

れが剥離するため，平均的には屋根面に負圧が作用し，瞬間

的な正圧がそれほど大きくならないためである。一方，負のピー

ク風力係数に着目すると，屋根面および壁面の端部で大きな負

のピーク風力が作用しているが，中央部ではその値が低減され

ていることが分かる。負のピーク風力係数は正のピーク風力係

 (a) 正のピーク風力係数  (b) 負のピーク風力係数 

図 8 閉鎖型(気流Ⅱ) 

 (a) 正のピーク風力係数  (b) 負のピーク風力係数 

図 9 閉鎖型(気流Ⅳ) 

 (a) 正のピーク風力係数  (b) 負のピーク風力係数 

図 10 両面開放型(気流Ⅱ) 

 (a) 正のピーク風力係数  (b) 負のピーク風力係数 

図 11 片面開放型(気流Ⅱ) 
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数とは異なり，領域によってピーク風力係数の大きさが異なるこ

とから，その大きさと分布性状に十分に注意する必要がある。気

流の乱れ強さの変化に着目すると，正・負いずれのピーク風力

係数においても乱れ強さが大きくなるほどピーク風力係数の大

きさが大きくなっていることが分かる。正のピーク風力係数は，

接近流の乱れの影響を受けるもの1)とされ，負のピーク風力係数

は，前節の検討により，乱れ強さが大きくなることで流れの剥離

の影響が大きくなることから，気流の乱れの強さを適切に考慮す

ることもピーク風力係数分布を考える上で重要となる。 

次に，両面開放型の結果に着目する。図 10には気流Ⅱの結

果が示されている。正のピーク風力係数に着目すると，壁面だ

けでなく屋根面でもその値は大きく，分布性状も閉鎖型とは大き

く異なっている。これは，両妻面が開放されたことによる内圧の

影響によるものである。負のピーク風力係数に着目すると，壁面

については，閉鎖型に対して全体的にその絶対値が大きい。こ

れは，負のピーク外圧に対して同一方向に作用する正の内圧

が作用するためである。屋根面においては，端部でその絶対値

が大きくなっているものの，中央部ではそれほど大きくはない。

つまり，両面開放型では壁面および屋根面端部での負のピーク

風力係数は大きくなるが，一方で，妻面開放の効果によってピ

ーク風力が低減される領域があることも示している。 

最後に片面開放型の結果に着目する。正のピーク風力係数

は分布形状が閉鎖型と類似しているが，それらの値は同じ気流

における閉鎖型のものと比べて大きい。これは，一方の妻面が

開放されているため，内圧が大きく変動し，正の外圧に対して瞬

間的に大きな負の内圧が作用したためと考えられる。負のピー

ク風力係数に着目すると，その大きさは開放妻面付近において

非常に大きく，他の開放状態に対する結果と比較してもその値

は大きいことが分かる。これは，風上妻面のみが開放されている

ため，模型内部で空気が滞留し，内圧が上昇する影響で負のピ

ーク風力係数の大きさが大きくなったためである。一方，閉鎖妻

面の端部に近い領域に関しては，閉鎖型の結果と比較してその

大きさは小さい。告示1458号では，風下開放( ≈180
o)の場合に

おけるピーク内圧係数を1.2 と規定しているが，図 11(b)におけ

る閉鎖妻面付近の負のピーク風力係数は 130
o≦≦165

oの範

囲で得られた。告示とは風向が異なるため，両者を直接比較す

ることはできないが，図8および図11の結果によると，風下妻面

を開放することによるピーク風力係数の低減効果が示されてい

る。 

3.3. 荷重指針における規定との比較(閉鎖型) 

荷重指針では切妻屋根を有する閉鎖型建築物に対する外装

材用ピーク外圧係数が規定されている。ここでは，荷重指針で

示されているピーク外圧係数と本風洞実験より得られたピーク外

圧係数(閉鎖型のピーク風力係数)を比較する。 

まず，正のピーク外圧係数に着目する。荷重指針においては，

壁面における正のピーク外圧係数が高さ方向の分布係数と高さ

方向の乱れの強さによって定められている。そのため，壁面の

正のピーク外圧係数は高さ方向に変化し，気流Ⅱでは 2.1～2.4，

気流Ⅳでは風速の鉛直分布を示すパラメータが一定になること

から 2.7 の一定値となる。一方，屋根面については構造骨組用

外圧係数の正の値と基準高さ(ここでは屋根平均高さ)における

乱れの強さによって定められている。屋根面における正のピー

ク外圧係数は，気流Ⅱでは 0.10，気流Ⅳでは 0.13 となる。壁面

の正のピーク外圧係数(図 8(a)，図 9(a))に関しては，いずれの

気流であっても，荷重指針の規定値の方が大きく，指針値は安

全側に評価されている。一方，屋根面における正のピーク外圧

係数(図 8(b)，図 9(b))に関しては，どちらの分布も荷重指針の

規定値よりも大きく，指針値はやや危険側の設定となっている。 

次に，負のピーク外圧係数に着目する。荷重指針では，壁面

および屋根面をいくつかの領域に分け，それぞれの領域に対し

てピーク外圧係数を与えている。図 12 に荷重指針における負

のピーク外圧係数の領域分けを示す。なお，閉鎖型は対称形で

あるため，ここでは全体の 1/4の領域について示している。各領

域に対して，荷重指針より得られる負のピーク外圧係数を表 1

に，風洞実験で得られたピーク外圧係数を表 2(気流Ⅱ)および

表 3(気流Ⅳ)に示す。これらの値は各領域に配置されている圧

力測定孔から得られた最小のピーク風力係数の値を示している。

これらの結果によると，気流Ⅱでは実験値に対して指針値がほ

ぼ安全側に評価しているが，気流Ⅳでは全体的に指針値を実

験値が上回る結果となった。これは，荷重指針で定められてい

るピーク風力係数が概ね地表面粗度区分Ⅲに相当する気流に

基づき設定されたものであるため，気流の乱れ強さが小さい気

流Ⅱでは安全側，気流の乱れが大きい気流Ⅳでは危険側に評

Wb

Wa

Ra

Rf

Re

Rc RdRb

壁面 屋根面

Rg

0.2l 0.2l

0.2l

0.1l0.1l

0.1lb

l : 4H，B，D のうち最小値

lb : 4HとB のいずれか小さい値

図 12 荷重指針における負のピーク外圧係数の領域分け 

表 1 荷重指針における負のピーク外圧係数 

Wa Wb 

 

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 

 1   1  

 

表 3 気流Ⅳにおける負のピーク外圧係数 

Wa Wb 

 9

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 

1  8 88 0  

 

表 2 気流Ⅱにおける負のピーク外圧係数 

Wa Wb 

1 

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 

    0  9

 

5



価されたものと考えられる。 

以上のことより，荷重指針では屋根面における正のピーク外

圧係数と気流Ⅳの負のピーク外圧係数が全体的に過小評価さ

れているということが明らかとなった。負のピーク外圧係数は流

れの剥離が明確であり，正のピーク外圧係数と比較して気流の

乱れによる影響が小さいと考えられることが多いものの，ピーク

外圧係数が乱れ強さの大小によって変化することから，実際の

設計では，気流の乱れ強さに応じたピーク外圧係数を用いる必

要があると考えられる。 

4. 極値分布を用いたピーク風力係数分布の評価 

4.1. I型極値分布(Gumbel分布) 

本研究ではピーク風力係数の大きさを統計的に処理し，確率

的なモデルとして扱うことで外装材用ピーク風力係数の評価を

行う。最大・最小ピーク風力の発生が独立であるとし，それらの

確率分布(非超過確率)を次の式(2)で表される I型極値分布(グン

ベル分布)を用いて評価することができると仮定する 8)。 

     exp expXF x a x U =      (2) 

ここで，xは風力係数を表す。Uは位置パラメータであり，分布の

最頻値を表す。また，a は尺度パラメータであり，分布のばらつ

きを表す。式(2)は2重指数分布であるため，式(3)のように2度対

数を取ると ln (  ln ( FX ) ) と xは線形関係となる。 

     ln ln XF a x U =    (3) 

本研究では風洞実験より得られた10回の測定結果を用いて2

つのパラメータを推定し，I型極値分布に基づいたピーク風力係

数の評価を行う。a とUの推定には様々な手法があるが，ここで

は一般的に用いられる以下の 2つの手法について検討した。 

①モーメント法(グンベルの積率法) 

10回の測定より得られた10個のピーク値の平均値をX，標準

偏差をXとすると，次の式(4)，(5)を用いてパラメータ aとUを推

定することができる。 

この手法は計算が容易であり，データ数が大きい場合には高い

精度の推定が可能である。 

②BLUE(Best Linier Unbiased Estimator：最良線形不偏推定

量) 

BLUEはLieblein
9)により提案された手法である。これは，少な

いデータでは極値分布が歪むことから，得られた極値データを

重みづけして評価することで少ないデータ数でも極値分布のパ

ラメータを高い精度で推定できる手法である。 

以上の 2つの手法を用いることで極値分布のパラメータ a，U

を推定した。図 13 にこれらの方法で推定された極値分布と風

洞実験の時刻歴データより直接得られた結果の比較を示す。な

お，図 13 は両面開放型のある測定点での結果を示している。

横軸はピーク風力係数を表しており，縦軸は ln (-ln ( FX ) )である。

ピーク値の正負に応じて極値分布の傾きの正負が異なるため，

ここでは縦軸を対応させて表している。また，実験値の非超過確

率は次の式(6)を用いて計算した。 

 
1

1 2
i

N i
F

N





  
=

 
 (6) 

ここで，Nはデータ数(ここではN = 10)，iはデータを絶対値の大

きい順に並べたときの順位，Fiは i 番目の値に対応する非超過

確率を表す。は表 4 に示されるようなプロッティングポジショ

ン公式におけるパラメータである。式(6)からも明らかなように，Fi

はの値によって変化する。しかし，表 4 に示すのうち，どの

値を用いて評価するべきかという明確な基準はない。既往の研

究10)，11)によると，指数分布やI型極値分布に対してはGringorten

公式がよく適合することから，本研究では = 0.44を用いた。 

この結果によると，モーメント法では得られた 10 個という限ら

れたデータを用いて 2 つのパラメータを推定するため，ピーク

値の絶対値が大きい範囲については実験値に対して必ずしも

適切な推定値が得られてはいない。一方，BLUE による結果は

極値を重みづけして評価しているため，ピーク風力係数の大き

さが特に大きい範囲については，その大きさを適切に評価して

いると言える。実際の設計では，ピーク風力係数の絶対値が大

きい範囲が重要となるため，本研究ではⅠ型極値分布の 2つの

パラメータ a，Uを推定するにあたり，BLUEを用いることとした。 

4.2. 2つのパラメータ a，Uの設定 

I型極値分布の 2つのパラメータを適切に推定することができ

れば，任意の非超過確率に対する風力係数を設定することが可

能となる。まず，式(3)のxをピーク風力係数 ˆ
fC に置き換えて変

形することで式(7)を得る。 

   
1ˆ ln lnf CfC U F
a

=    (7) 

極値分布を用いたピーク風圧係数の評価としては Cook and 

Mayne の手法 8)がしばしば用いられるが，この手法では式(7)に

 
1.282

X

a


=  (4) 

 
0.577

X

X

U 


=   (5) 

表 4 プロッティングポジション公式のη 

Blom公式 =0 Cunnane公式 =0

Hazen公式 =0 Gringorten公式 =0 
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4
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ln
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))
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Moment
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-4
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ln
(-

ln
(F

))

Cf
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Moment
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(a) 正のピーク風力係数 

(b) 負のピーク風力係数分布 

図 13 極値分布の推定例(実験値と推定値) 
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おいて FCf = 0.78 としたものである。 

式(7)からも明らかなように，ピーク風力係数は基準となる位置

パラメータUとその傾き1/aを用いることによって評価することが

できる。ここで，図 14～図 16 に気流Ⅱの結果から推定された

位置パラメータUの分布を示す。この結果によると，図 8，図 10，

図 11 に示されている同じ条件下での正・負のピーク風力係数

分布と非常に類似していることが分かる。これは，図 8，図 10，

図 11の正・負のピーク風力係数が10個の風洞実験の値のアン

サンブル平均を用いて評価しており，その値が非超過確率 50%

の値や最頻値に概ね対応しているためである。つまり，極値分

布における U は全風向中の最大あるいは最小のピーク風力係

数分布をそのまま用いて評価することが可能である。したがって，

2つの極値パラメータ a，Uのうち，尺度パラメータ aを適切に与

えることができれば，任意の非超過確率に対するピーク風力係

数を I型極値分布を用いて評価することが可能となる。 

表 5に，図 12に示した領域に対して設定した両面開放型の

尺度パラメータ aの値(範囲)を示す。なお，ここでは気流Ⅱの負

のピーク風力係数の結果を示している。この結果から分かるよう

に，尺度パラメータ a の値は各圧力測定点および風向によって

大きく変化する。したがって，aについて全領域に適用可能な一

意の値を定めることはやや困難である。しかし，a の値を設定す

るにあたり，領域毎に異なる値を設定するのは実用上煩雑であ

る。そこで，本研究では壁面および屋根面について，最も厳し

いピーク風力係数を与える領域の最小の a を用いることとした。

すなわち，負のピーク風力係数については，壁面では Wa部，

屋根面では Rd部での最小の a を用いて評価することとした。一

方，正のピーク風力係数については，両面開放型を除き，壁面

および屋根面のピーク風力係数がほぼ一定であることから，壁

面あるいは屋根面における全領域を対象として a を定めた。両

面開放型に関しては，領域によってピーク風力係数の大きさが

大きく異なるため，負のピーク風力係数と同様，最も厳しい値を

与える領域での a を用いた。その結果を表 6，表 7に示す。ほ

とんどの場合，閉鎖型と片面開放型に比べて，両面開放型の a

の値は小さくなっている。また，気流の乱れが大きいほど aの値

は小さくなっている。これによると，ピーク風力係数の絶対値が

大きい領域ほど a の値は小さくなっていると考えられる。すなわ

ち，aの値が小さいほど大きなピーク値を取り得ると言える。 

わが国においては，外装材用ピーク風力係数は一般に極値

のアンサンブル平均で評価されるため，非超過確率50%の値が

用いられていることにほぼ相当する。しかし，今回提案した尺度

パラメータ a を用いることで任意の非超過確率(例えば，Cook 

and Mayneの手法など)に応じた風力係数を設定することが可能

となる。 

5. 内外圧の風圧係数の組み合わせによる風力係数の評価 

5.1. ピーク外圧係数とピーク内圧係数の組み合わせ 

本研究で対象としている妻面開放型の建築物は閉鎖型建築

物とは異なり，風向によって内圧(室内側の風圧)分布が大きく変

化する。しかし，内圧分布は外圧分布に比べて建物形状(屋根

形状など)の影響を受けにくいと考えられる 3)。したがって，既往

の研究によって与えられている様々な屋根形状に対するピーク

 (a) 正のピーク風力係数 (b) 負のピーク風力係数 

図 16 片面開放型におけるUの分布(気流Ⅱ) 

表 6 aの提案値(気流Ⅱ) 

 閉鎖型 両面開放型 片面開放型 

正 負 正 負 正 負 

壁面 8   1 9 1

屋根面 8   1  

 

表 7 aの提案値(気流Ⅳ) 

 閉鎖型 両面開放型 片面開放型 

正 負 正 負 正 負 

壁面 0 1 11 1 1 10

屋根面 0 1 09 0 1 0

 

 (a) 正のピーク風力係数  (b) 負のピーク風力係数 

図 15両面開放型におけるUの分布(気流Ⅱ) 

表 5 尺度パラメータaの分布(両面開放型，気流Ⅱ，負のピ

ーク風力係数) 

Wa Wb 

1 1

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 



8

1

100
19

1

8

9

19



10
9

 

 (a) 正のピーク風力係数  (b) 負のピーク風力係数 

図 14 閉鎖型におけるUの分布(気流Ⅱ) 
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外圧係数分布に対して適切な内圧係数分布を与えることができ

れば，他の屋根形状についてもピーク風力係数分布を推定す

ることが可能となる。そこで本節では，ピーク風力係数を適切に

評価できる外圧係数と内圧係数の組み合わせに着目し，組み合

わせるべき内圧係数を定める。なお，閉鎖型については，荷重

指針に変動風圧の効果を表す係数が規定されているので，ここ

では両面開放型および片面開放型について扱う。 

まず，ピーク風力係数を推定するにあたり，外圧係数と内圧係

数のそれぞれのピーク値に着目する。妻面に近い領域では，内

圧と外圧が比較的高い相関を持っているため，外圧と内圧のピ

ーク値がほぼ同時に発生し，その差がピーク風力係数をもたら

すと考えられる。そこで，ピーク風力係数をピーク外圧係数とピ

ーク内圧係数の差によって評価した。すなわち，正のピーク風

力係数を正のピーク外圧係数と負のピーク内圧係数の差として，

同様に，負のピーク風力係数を負のピーク外圧係数と正のピー

ク内圧係数の差として計算した。各圧力測定点について推定し

た値(推定値)とピーク風力係数を直接評価した値(実験値)を比

較した結果を図 17，図 18に示す。これらのデータは 2種類の

気流を用いて得られた結果を各圧力測定点における最大・最小

ピーク風力係数をもたらす風向に対して評価した結果である。

なお，図の横軸は実験値，縦軸は推定値と実験値の比を表す。 

ピーク外圧係数とピーク内圧係数の差によって推定されるピ

ーク風力係数は，当然のことではあるが，全ての測定点におい

て実際のピーク値よりも安全側に評価されている。ピーク風力係

数の絶対値が大きい領域では，ピーク値同士の組み合わせに

よって推定される値が実験値にほぼ等しくなっている。したがっ

て，設計上重要となるピーク風力係数の大きい範囲については，

ピーク外圧係数とピーク内圧係数の組み合わせによって概ね妥

当にピーク風力係数を評価することが可能である。一方，ピーク

風力係数の絶対値がそれほど大きくない範囲については，ピー

ク外圧係数とピーク内圧係数の組み合わせでは風力係数の大

きさを過大評価する。これは，屋根面および壁面の端部から離

れた領域における外圧と内圧の相関が低くなるためである。つ

まり，内外圧のピーク値同士の組み合わせでは必ずしもピーク

風力係数を適切に評価することはできない。ピーク風力係数の

絶対値が小さい範囲においても適切にピーク風力係数を推定

するための内圧係数を定める必要がある。 

5.2. ピーク風力係数を再現するための必要内圧係数 

前節に示したように，ピーク風力係数を外圧係数と内圧係数

のピーク値同士の組み合わせで評価すると，一般にピーク風力

係数を過大評価するが，これはピーク外圧係数に組み合わせ

た内圧係数が大きすぎるためである。実際には，外圧と内圧の

ピーク値が同時に発生するわけではない。ピーク外圧係数と組

み合わせてピーク風力係数を推定するために必要とされる内圧

係数は，屋根面および壁面の中央部の領域(図 12 の Wb部や

Rf部)では，特に，負のピーク風力係数の場合において，それほ

ど大きくない。すなわち，全風向中の最大あるいは最小ピーク

内圧係数を用いると，端部や隅角部から離れた領域では風力係

数の絶対値が非常に大きくなる。そこで，閉鎖型のピーク外圧

係数と両面開放型あるいは片面開放型におけるピーク風力係

数の差を用いることで，閉鎖型のピーク外圧係数を用いてピー

ク風力係数を得るために必要な内圧係数(以下，「必要内圧係数」

と呼ぶ)を求め，組み合わせるべき内圧係数を明らかにする。 

各開放状態における必要内圧係数分布を図 19，図 20 に示

す。なお，これ以降，正のピーク風力係数に対する必要内圧係

数を「正の必要内圧係数」，負のピーク風力係数に対する必要

内圧係数を「負の必要内圧係数」と呼ぶ。両面開放型に着目す

ると，正・負いずれの必要内圧係数の値は各領域で大きく異な

る。特に，正の必要内圧係数は端部や隅角部でその絶対値が

大きくなる。注目する領域によって値が大きく異なるため，それ

ぞれの領域に対して適切に内圧係数を与える必要がある。一方，

負の必要内圧係数は，正だけでなく負の値を示す領域もある。

片面開放型に着目すると，正の必要内圧係数は全体に渡って

ほぼ一様に分布していることが分かる。一方，負の必要内圧係

数は，特に屋根面において，開放妻面に近い領域ほど，その絶

対値が大きくなっている。壁面については，端部ではなく，やや

中央部に近い領域で必要内圧係数が最大となっている。さらに，

壁面と屋根面のいずれにおいても閉鎖妻面に近い領域では 0

あるいは負となっているため，両面開放型と同様，閉鎖型に対し

てピーク風力係数が低減される部分があることが分かる。 
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図 17 正のピーク風力係数の推定値 

 (a) 両面開放型 

 (b) 片面開放型 
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図 18 負のピーク風力係数の推定値 

 (a) 両面開放型 

 (b) 片面開放型 

8



5.3. 内圧係数の提案 

前節において，必要内圧係数は領域によって様々な値を取り

得ることが明らかとなった。本節では，既往の実験等で得られた

ピーク外圧係数を用いて，開放型建築物のピーク風力係数を推

定するための必要内圧係数を荷重指針で示される領域分けに

基づき設定する。ただし，両面開放型の正の必要内圧係数は領

域によってその大きさが大きく異なるため，両面開放型に限り，

正・負いずれの必要内圧係数についても荷重指針の負のピー

ク外圧係数の領域分けに対応するように与えた。なお，対象と

する建築物の対称性を考慮し，両面開放型は図 12，片面開放

型は図 21の領域分けを用いて設定した。 

表 8～表 11 に提案する必要内圧係数の値を示す。これらの

値は，各領域(壁面：Wa～Wc部，屋根面：Ra～Rk部)における圧

力測定点のうち，正の必要内圧係数については最大値，負の必

要内圧係数については最小値を用いて評価したものである。こ

うして得られた必要内圧係数を用いて，閉鎖型のピーク外圧係

数から両面開放型あるいは片面開放型におけるピーク風力係

数を推定した。その結果を図 22，図 23 に示す。図の横軸は風

洞実験から得られた各開放状態におけるピーク風力係数，縦軸

は今回提案した必要内圧係数を用いて推定したピーク風力係

数を表す。なお，ここでは 2種類の気流による結果を示している。

この結果によると，推定値は各領域における必要内圧係数の最

大あるいは最小値を用いているため，当然のことながら，実験値

に対して安全側の評価を与えている。また，これらのグラフには

推定値と実験値との比を示すために，傾き1および1.3の値を点

線で示しているが，どの条件においても概ねその範囲に収まっ

ていることが分かる。特に，設計上重要となるピーク値の絶対値

が大きい範囲については推定値と実験値との差は小さい。各開

放状態における結果を見ると，片面開放型における正のピーク

風力係数については，両者はよく一致している。これは，図

20(a)からも明らかなように，必要内圧係数分布がほぼ一様に分

布するためである。 

以上に述べたように，本研究で設定した内圧係数を用いるこ

とで，各領域におけるピーク風力係数を概ね妥当に推定するこ

 (a) 正のピーク風力係数 (b) 負のピーク風力係数 

図 19 必要内圧係数分布(両面開放型，気流Ⅱ) 

 (a) 正のピーク風力係数 (b) 負のピーク風力係数 

図 20 必要内圧係数分布(片面開放型，気流Ⅱ) 

表 10 正の必要内圧係数(片面開放型，気流Ⅱ) 

Wa Wb Wc 

0 10 0

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 

0 0 0 0 0 09 0

Rh Ri Rj Rk 

08 09 08 0

 

表 11 負の必要内圧係数(片面開放型，気流Ⅱ) 

Wa Wb Wc 

1 1 0

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 

1 1 1 10 09 1 09

Rh Ri Rj Rk 

0 0 0 0

 

表 8 正の必要内圧係数(両面開放型，気流Ⅱ) 

Wa Wb 

1 1

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 

0 1   0  08

 
表 9 負の必要内圧係数(両面開放型，気流Ⅱ) 

Wa Wb 

10 11

Ra Rb Rc Rd Re Rf Rg 

0 0 1 0 0 01 0

 

 

Wb

Wa

Ra Rf Re

Rc RdRb

壁面 屋根面

Rg

0.2l 0.2l

0.2l

0.1l 0.1l

0.1lb

l : 4H，B，D のうち最小値

lb : 4HとB のいずれか小さい値

Wc Rh Ri Rj

Rk

図 21 片面開放型における必要内圧係数の領域分け 
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とができる。特に，ピーク値の絶対値が大きい領域については，

推定精度が高いと言える。内圧係数分布は屋根形状にはあまり

依存しないと考えられることから，今回提案した必要内圧係数分

布を用いれば，他の屋根形状についても既往の実験等で得ら

れたピーク外圧係数と組み合わせることで簡便にピーク風力係

数を推定することが可能となる。 

6. まとめ 

妻面開放型骨組膜構造建築物を対象に，風洞実験より得られ

た風圧の時刻歴データを用いることで外装材用ピーク風力係数

について検討および推定手法の提案を行った。まず，風洞実験

の時刻歴データを時間平均することで各開放状態に対する平

均風力係数分布を求め，その特徴や基本的な風力分布特性を

明らかにした。次に，外圧係数と内圧係数の差によって得られる

風力係数のピーク値をアンサンブル平均することによって正・負

のピーク風力係数分布を求めた。閉鎖型建築物に関しては荷重

指針に定められている外装材用ピーク風圧係数と比較すること

で乱れ強さの変化と荷重指針の規定について考察した。 

次に，I 型極値分布を用いることで任意の非超過確率に対す

るピーク風力係数を推定するための手法を提案した。極値分布

の 2つのパラメータはBLUEを用いて推定した。そして，得られ

た2つのパラメータにおいて，位置パラメータUはピーク風力係

数分布を直接用いて評価することができることを示した。尺度パ

ラメータaについては，屋根面および壁面における正・負のピー

ク風力係数が最も厳しくなる領域に基づき設定した。これらの値

を用いることで，任意の非超過確率に対するピーク風力係数を

推定することが可能となる。 

最後に，ピーク外圧係数とピーク内圧係数の組み合わせに着

目した。風洞実験から得られる風力係数のピーク値の絶対値が

大きい領域については，外圧係数と内圧係数のピーク値の差に

よって与えられる風力係数を用いることでピーク風力係数を適

切に評価できることが分かった。しかし，領域によってはピーク

風力係数を過大評価するため，閉鎖型のピーク外圧係数と両面

開放型あるいは片面開放型に対するピーク風力係数の差によ

って，ピーク風力係数を得るために必要な内圧係数(必要内圧

係数)を求めた。そして，荷重指針における負のピーク外圧係数

の領域分けに準じて，各領域において必要内圧係数を設定し

た。この必要内圧係数を用いてピーク風力係数の評価を行うと，

ピーク値同士を組み合わせた場合よりも高い精度でピーク風力

係数を推定できることが明らかとなった。内圧係数分布は屋根

形状には依存しないと考えられるため，本研究で提案した必要

内圧係数は他の屋根形状を有する開放型建築物にも適用する

ことが可能と考えられる。 

本研究で得られた外装材用ピーク風力係数は骨組膜構造を

対象として検討を行ったが，提案したピーク風力係数の推定手

法並びに必要内圧係数などは膜構造のみならず，同様な形状

を持つ開放型建築物についても適用することが可能である。本

論文では限られた形状の模型を用いた結果に基づいて外装材

用ピーク風力係数について考察した。今後は，本論文で示した

方法の一般性を検討するため，様々な屋根勾配を有する建物

について一連の数値流体解析を実施する予定である。 
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図 22 正のピーク風力係数の推定値と実験値 
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図 23 負のピーク風力係数の推定値と実験値 
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SYNOPSIS 

Peak wind force coefficients for designing the cladding of open-type framed membrane structures are proposed on the basis of a wind 

tunnel experiment. Three types of gable-end configurations, that is, open type, partially enclosed type and enclosed type, are tested in the 

present study. First, the peak wind force coefficients are specified based on the distributions of the most critical maximum and minimum 

peak wind force coefficients irrespective of wind direction. Then, using the Type I extreme value distribution, the wind force coefficients 

for cladding are estimated. Using this distribution, it is possible to estimate the peak wind force coefficients for any value of 

non-exceedance provability. Furthermore, the combination of the external and internal peak wind pressure coefficients for estimating the 

peak wind force coefficients is discussed. Peak wind force coefficients in the edge region can be estimated reasonably by combination the 

peak external and internal wind pressure coefficients. However, such a combination generally overestimates the design wind force 

coefficients in the other regions, where the peak wind force coefficients are relatively small in magnitude. Then, the internal wind pressure 

coefficients are estimated by the difference between the peak external wind pressure coefficients for enclosed type and the peak wind 

forces coefficients for open type or partially enclosed type. Based on the results, we proposed internal pressure coefficients to be combined 

with the peak external pressure coefficients on enclosed buildings for estimating the peak wind force coefficients on open type and 

partially enclosed type buildings. The proposed internal wind pressure coefficients reasonably provide the wind force coefficients for the 

open type and partially enclosed type. Provided that the internal pressure coefficient is minutely affected by the roof configuration the 

proposed internal pressure coefficients can be used for estimating the peak wind force coefficients on open type buildings with various 

roof configurations. 
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